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資料１



１ 地方自治体等の相談窓口との連携の例

■ 指定相談場所相談

〇 多くの指定相談場所の相談予約受付は、法テラスホームページ上の予約フォーム
又は電話（法テラスの地方事務所又は支部が対応）で行っている。

相談当日は、指定相談場所となっている機関（市役所や社会福祉協議会など）の
職員が相談票の記入補助や弁護士の待機する相談室への案内といった相談者対応を
行うことが多い。

■ 受付代行型の例：江戸川区サポート相談

○ 東京都江戸川区において実施されている取組。指定相談場所である同区区民相談
室での法律相談（民事法律扶助を利用）について、その申込みの受付と資力要件の
確認等を、法テラス職員ではなく、同区職員が行うもの。
なお、法律相談の受付事務を担う同区職員には、法テラス職員が、法テラスの法

律相談制度の概要について研修を実施している。

○ 利用フローに多少の差異はあるものの、江戸川区と同様に、法律相談の予約受付

の代行を行ってもらえる指定相談場所は複数あり、例えば、次のような福祉機関や

国際交流協会等から協力を得ている。

・住田町社会福祉協議会（法テラス岩手）

・岐阜県国際交流センター（法テラス岐阜）

・可児市国際交流協会（同上）

・大垣国際交流協会（同上）

※国際交流センター・国際交流協会においては、外国語話者からの予約申込み

についても対応

1

（江戸川区ＨＰより）
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２

■ 職員派遣型の例：法テラス明石市役所内窓口の開設

明石市役所内において試行的に法テラスの出張窓口を開設したもの。

法テラスと明石市との間で協定及び覚書を締結し、試行期間を２年間と定めて、

自治体との連携のパイロット事業として窓口を設置した。

同市の相談窓口に相談に来られた方について、同市職員がその法的支援の必要性

に気が付いたときや、同市が実施する無料法律相談の担当弁護士が直接受任はでき

ないものの弁護士の紹介が必要であると判断したときに、法テラスの出張窓口につ

ないでその場で情報提供や無料法律相談の予約を行うなど、自治体の窓口業務と法

テラスの支援をワンストップで届ける取組として実施。

設置期間 平成２６年（２０１４年）５月９日

～平成２８年（２０１６年）３月３０日

開設日時 毎週火曜・水曜・金曜（祝日及び年末年始を除く）

午前９時～正午、午後１時～午後５時

体 制 開設日に、法テラス兵庫地方事務所の職員１名を派遣して対応

開設日時以外の平日の時間帯は、当該職員は明石市の業務について研

修を受講

利用件数 情報提供サービス利用件数 １８３９件

法律相談受付件数 ５２４件

（明石市より提供）
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○ 支援者同席による法律相談

地方自治体や社会福祉協議会等との

連携の一環として、支援に当たってい

るこれらの機関の職員に、本人の同意

の下で法律相談に同席してもらうこと

がある。

メリット

・支援者が把握している情報を弁護士

にも共有することで、限られた法律相

談の時間内で法的課題の解決の見通し

を立てることができる可能性が高まる。

・相談の結果、何らかの法的手続が必要

となった場合にも、支援者と情報を共

有した状態から手続を進められる。

・オンライン相談を実施する際の機器の

操作や法律相談の予約といった手続面

でも、支援者が関与することによりス

ムーズに手続を進めることができる。

○ 支援者に対する情報提供

支援者の「自分の担当ケースに法律

上の問題が含まれているのか？」、

「一般的にどんな法的解決の方法があ

り得るのか聞いてみたい」などのニー

ズに答えることで、適時に生活困窮者

等の法的支援を開始できるなど、被援

助者にとってより良い問題解決につな

がる場合がある。

そこで、法テラスの常勤弁護士が、

支援者に対し、「ホットライン」とい

う、電話により情報提供を行うサービ

スを実施している地域もあり、この情

報提供からケース会議への弁護士参加

や法律相談につながることがある。

電話番号

■ 支援者との連携の例

（筑前町ＨＰより）

（法テラス白書令和３年度版より引用）

電話番号
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事務所名 施設 連携状況

愛知地方事務所三河支部
法テラス三河法律事務所

岡崎市役所西庁舎

ふくし相談課等の市役所職員や社会福祉協
議会の職員が、法的支援の必要な相談者に
付き添って、地方事務所や法律事務所まで
連れてきてくれる。

■ 関係機関と同一建物内に入居する例

事務所名
施設

（入居する機関等）
連携状況

法テラス鯵ヶ沢
法律事務所

鯵ヶ沢町総合保険福
祉センター

（鯵ヶ沢社会福祉協
議会が入居）

月１回程度の頻度で成年後見制度に関する検討
判断会議を開催、新規支援対象者の支援方針に
関する調整や、支援中の方に関する定期モニタ
リングを行っている。
社会福祉協議会への相談者のうち法的支援の必
要な方を、法テラスに案内してもらい、迅速な
相談対応を実施している。
社会福祉協議会の職員が業務に関し法的知識を
必要とする場合に助言を求められ、適時回答し
ている。

法テラス宮古島
法律事務所

沖縄県宮古合同庁舎

（消費生活センター
宮古島分室等が入

居）

消費生活センターへの相談者のうち法的支援の
必要な方（特に破産等の債務整理の必要な方）
を法テラスに案内してもらい迅速な相談対応を
実施している。
消費生活センターの職員が業務に関し法的知識
を必要とする場合に助言を求められ、適時回答
している。

法テラス鹿角
法律事務所

鹿角市福祉保健セン
ター

（以前、鹿角社会福
祉協議会が入居）

社会福祉協議会との間で月１回程度の頻度で生
活困窮者自立支援調整会議を開催している。
社会福祉協議会への相談者のうち法的支援の必
要な方を法テラスに案内してもらい、迅速な相
談対応を実施している。

法テラス佐渡
法律事務所

佐渡中央会館

（更生保護サポート
センターが同じ建物
に入居、佐渡市消費
生活センター等が隣
の建物に所在）

社会福祉協議会や消費生活センターの相談者で
法的支援の必要な方について、法テラス佐渡を
案内してもらい、予約等の連絡もサポートして
もらっている。法テラス佐渡法律事務所への相
談者で社会福祉協議会や消費生活センターによ
る支援が適している場合には、これらの機関に
つないでおり、双方向の連携をとっている。

① 市町村庁舎内に入居する例（支部及び法律事務所）

② 関係機関と同一建物内等に入居する例（地域事務所）
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人事交流先（外部研修・退職出向を含む。） 人数（累計）

法務省

大臣官房司法法制部 計14名

矯正局 計２名

保護局 計１名

厚生労働省

社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室 計１名

中央労働委員会（訟務官） 計１名

地方公共団体

岩手県宮古市
（総務部長（法務・法制担当））併任（議会事務局主幹（部長級））

計１名

宮城県東松島市（総務部総務課）（法務専門監）
宮城県気仙沼市（総務部総務課）（法制主幹）

計２名
計１名

福島県庁
福島県相馬市（企画政策部）（参事）
福島県浪江町（産業・賠償対策課）（主幹（法務担当））
福島県南相馬市
（復興企画部 被災者支援・定住促進課 原子力損害対策室）（室長）

計１名
計１名
計１名
計１名

静岡県伊豆市（総務課）
静岡県函南町（総務課）
静岡県伊豆の国市（総務課）

計２名
計１名
計１名

三重県庁 計１名

福岡県北九州市（総務企画局総務部）（法務担当課長） 計１名

その他

社会福祉法人南高愛隣会（長崎） 計３名

社会福祉法人グロー（旧：滋賀県社会福祉事業団） 計３名

社会福祉法人島根県社会福祉協議会 計１名

原子力損害賠償紛争解決センター（第二東京事務所）（調査官） 計１名

■ 法テラスと関係機関の間の人事交流

法テラスでは、人事交流として常勤弁護士及び職員を関係機関に出向等（研修や

退職出向を含む。）させている。東日本大震災による発災時には、被災自治体に常

勤弁護士を出向等させ、復興等の業務に当たらせた。

① 常勤弁護士の人事交流先一覧（平成24年12月～令和8年6月）



２ 法テラスと関係機関との人事交流の例
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人事交流先（外部研修・退職出向を含む。） 人数（累計）

法務省

大臣官房司法法制部 計４名

出入国在留管理庁

在留管理支援部在留支援課 計１名

消費者庁

参事官（公益通報・協働担当）室 計１名

デジタル庁

省庁業務サービスグループ 計１名

② 職員の人事交流先一覧（令和５年4月～令和8年6月）
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